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都立工業高校におけるデュアルシ
ステムの導入の経緯と実態
～東京都の施策の背景

都立農芸高等学校

河野 眞由

本日のテーマ
１．日本版デュアルシステムとは

２．東京におけるデュアルシステムの導入の
過程とその目的

３．日本版デュアルシステムの目的

４．各学校の目的

５．日本版デュアルシステムの課題

６．文科省・学校のデュアルシステムに対する
期待の違い
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１．日本版デュアルシステムとは

• 日本版デュアルシステムとはドイツの制度を
参考にして日本に導入された、企業での実習
と学校での講義を並行して行う、若年者向け
の職業教育訓練システムである。文部科学
省が平成16年度（2004）から一高等学校で試
験的に導入しているものと、厚生労働省所管
の高齢・障害・求職者雇用支援機構が職業
能力開発大学校・職業能力開発促進セン
ター・専修学校（委託訓練）などで行っている
ものがある。

２．東京におけるデュアルシステムの導入
の過程とその目的

• 1990年代後半以降～
• 長引く不況による就職氷河期が続き、フリーター・ニートの増加が社会問題となる。
• 2002年
• 15歳から24歳までの失業率が13.2％、フリーターの数も200万に達し過去最悪の

数値に。

• フリーター・ニート対策の一環として、「東京版デュアルシステム」が東京都産業
教育審議会の中で答申される。

• 2003年
• 4月…文部科学大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣及び経済財政担当大臣の４

大臣から成る「若者自立・挑戦戦略会議」が発足
• 6月…文部科学省 厚生労働省等第4省庁による「若者自立・挑戦プラン」策定。

その一貫として、「日本版デュアルシステム」の導入が検討される。
• 12月…「日本版デュアルシステム協議会」組織
• 2004年
• 2月…文部科学省は「専門高校等における「日本版デュアルシステム」に関する調

査研究協力者会議」を組織した。
「専門高校等における 「日本版デュアルシステム」の推進に向けて
―実務と教育が連結した新しい人材育成システム推進のための政策提言―」
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２．東京におけるデュアルシステムの
導入の過程とその目的

2002年東京都産業教育審議会
「東京版デュアルシステム」
企業と学校との新たなパートナーシップ(双方向の協力
関係)による教育システムを「東京版デュアルシステム」
と名付け、主として工業、特にものづくりの技術・技能に
焦点をしぼっている。

高校で実施されているインターンシップとは明確に区別
すべき新しい職業訓練制度として位置づけられており、
現行のインターンシップの就業体験の日数が１～５日と
短いのに対して、デュアルシステムを導入する学校にお
いては、その目的として実践的な技術・技能の習得に重
きを置き、延べ数か月に及ぶ企業での長期就業訓を行
う。

３．日本版デュアルシステムの目的

2002年東京産業教育審議会答申

「東京版デュアルシステム」の目的

①産業界と学校とのパートナーシップを深め、

協同して職業人の育成を図るシステムを構築する。

②若年期からの企業における就業体験を通して、
将来の職業に対する目的意識を醸成するとともに、
働くことの尊さを学び、自らの職業に誇りと使命感
をもつことのできる教育を行う。

③職業人として必要な基礎的・基本的な技術・技
能等について、実践を通した体得を可能としていく。
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３．日本版デュアルシステムの目的

２００４年 文部科学省「専門高校等における「日本版デュアルシ
ステム」の推進に向けて」

①「日本版デュアルシステム」の専門高校等への導入は、将来の「スペシャリ
スト」を目指す専門高校生等にとって有意義な教育システムである。

②産業界と専門高校等とが連携をとりながら双方にとってメリットがあるよう
に協同で人材を育成する教育システムを構築することが専門高校等におけ
る「日本版デュアルシステム」のあるべき姿である。

③「日本版デュアルシステム」は、実際的・実践的な職業知識や技術・技能を
養う教育訓練を高等学校教育に導入して生徒の資質・能力を一層伸長する
とともに、勤労観、職業観を育むことを第一義的なねらいとする。

④「日本版デュアルシステム」の導入によって、高等学校を活性化するととも
に、専門高校等と地域の産業・企業とのパートナーシップを確立して地域の
産業・企業が求める人材など、社会に有為な人材を育成することをねらいと
する。

３．日本版デュアルシステムの目的

２００４年 文部科学省「専門高校等における「日本版デュアルシステム」の推
進に向けて」

専門高校等における「日本版デュアルシステム」のねらい

①実際的、実践的な職業知識や技術・技能の習得を通し
て生徒の資質・能力を一層伸長するとともに、生徒の主
体的な職業選択の能力や職業意識を育てる。

②企業実習を通して、働く意義を理解するとともに職業人
の誇りを感得して、社会参加に積極的な生徒の意欲・態
度や勤労観、職業観を育成する。

③異世代とも積極的かつ円滑にコミュニケーションするこ
とができる能力・態度を育成する。

④「業を起す」という起業家精神を涵養する。
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３．日本版デュアルシステムの目的

⑤諸職種の仕事内容を知り、生徒が自己の適性等に
合った職種を発見するなど進路選択に資する。

⑥我が国の産業・経済の発展を担った「ものづくり」の技
術・技能を継承する人材育成を図るとともに、産業・経済
の情報化・サービス化あるいは社会の高齢化といった変
化に柔軟に対応しつつ、これを担う人材を育成する。

⑦専門高校等と地域の産業・企業とのパートナーシップ
を確立するとともに、地域の産業・企業が求める人材を
育成し、その発展に資する。

⑧高等学校、特に専門高校等の教育を活性化するとと
もに、地域企業等の雇用の発掘や高校生の就職機会の
拡大を促進し、地域産業の振興を図る。

４ 各学校の目的

• 都立六郷工科高等学校

① 学校と企業が連携してものづくりの職業人
を育成する。

② 企業で働くこと(企業実習)が単位となる

③ 長期間、企業で実習することで技術を習得
するとともに、社会人としてのマナーや資質が
身につく
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４ 各学校の目的

• 葛西工業高等学校

①デュアルシステム科では、「企業」と「学校」が協力し、学校
では学べない企業で「働くこと」を授業のひとつとして「学べ
る」学科です。

②これまでなかった、１か月程度毎日（土日除く）連続した、
働く体験から「自分にピッタリのしごと」が見つけられます。

③働く体験により、「しごと内容がわかる」だけでなく「専門性
が高まり」ます。また、「自分にピッタリのしごとが見つかる」だ
けでなく、気に入れば、体験した「企業」に「就職」することもで
きます。
④デュアルシステム科では、このような1か月間の就業体験
を最大4回（社）体験することができます。

４ 各学校の目的

• 三重県立 桑名工業高等学校

• 企業と学校が協力し、地域社会を担う人材を
育成するシステム。

• 企業の最先端技術や、実践的技術にふれる
ことで、学習成果と勤労観、コミュニケーショ
ン能力などの意識を高める。
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５．日本版デュアルシステムの課題

○学校側 ○生徒側 ○企業側

・実際的・実践的な教
育を補う

・専門高校等の教育
の活性化
・生徒の就職促進

・教員自身の研修的
な役割

・即戦力となる実践的
技術技能が身につく

・社会人として望まし
い職業観、勤労観の
醸成

・マナーやコ ミュニ
ケーション、地域への
愛着が養われる。

・終業後のミスマッチ
を防ぐ

・意欲ある生徒の採用
につながる可能性

・企業での教育・訓練
と雇用とを結びつける
ことができる。

・早期の企業が求める
人材の育成

・生徒の指導を通して
の従業員の教育

１．期待される効果と課題

〔メリット〕

○学校側 ○生徒側 ○企業側

・学校・教員の業務増

・カリキュラムの編成・
時間割作成上の工夫・
補習授業などの負担

・企業実習に関する評
価

・企業実習等における
障害等の危険
・生徒のストレス

・教育システムの社会
的な評価

・諸経費・人件費の負
担増
・損害の可能性

・採用に結びつかない
可能性

５．日本版デュアルシステムの課題

１．期待される効果と課題

〔デメリット〕
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６．文科省・学校のデュアルシステムに対する
期待の違い

• 文科省

①フリーター対策としてのデュアルシステム

②産業界と専門高校等との連携による

人材育成

③実際的・実践的な職業知識や技術・技能の
育成

④勤労観、職業観の育成

• 学校

①職業に対する意識づけ

②企業実習における単位の取得

↓

教育課程の編成

③ 実践的な技術・技能の習得

④ 就職時のミスマッチ防止

６．文科省・学校のデュアルシステムに対する
期待の違い

－　8　－



9

７ 今後の研究計画

１．デュアルシステム導入校の実際

↓

どうやって調べるか？

２．デュアルシステムの効果

↓

アンケート？？？

３．デュアルシステム導入校のカリキュラム

↓

公表されていない
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日本の徒弟訓練(日本版デュアル)の 概要

職業能力開発総合大学校

能力開発応用系 新井吾朗

http://araigoro.blog.jp/

araigoro@uitec.ac.jp

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

• 日本の徒弟訓練の萌芽と発展段階の明確化

• 徒弟訓練の明確化

• 日本版デュアルシステムの展開状況と現況
教育訓練主導/企業主導

• 日本版デュアルシステムの徒弟訓練としての特色

報告の目的

2
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1. 雇用者が監督する職場での学習

2. 職業に必要な能力の学習

3. 体系的で計画な学習

4. 雇用･見習いの契約に基づく（賃金・手当・訓練実施）

5. 認定された職業の基準に準拠(資格取得)

6. 仕事をこなせるようになる期間

7. 学校での学習との組み合わせ

8. 職場内外における訓練基準の外部規制

徒弟訓練の定義

3

OVERVIEW OF APPRENTICESHIP SYSTEMS AND ISSUES
ILO contribution to the G20 Task Force on Employment
November 2012 より筆者作成

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(イギリス）

4
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Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(イギリス）

5

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(フィンランド）

6
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Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(フィンランド）

7

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(フィンランド）

8
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Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved
9

社会・健康 資格認定委員会

資格認定

社会・健康資格/ 実践看護師
/リハビリテーション能力プロフィール
参加者 氏名

成長支援
看護・介護

リハビリテーションサポー
ト
高齢者

氏名
社会・健康 資格認定委
員会会長

氏名
Edupoli(教育機関)
副校長

５ 評価の実態 資格認定書

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

利点

1. 若年失業防止に貢献する
2. 幅広い社会の能力に適合する
3. 企業には実務に長けた従業員がいる
4. 企業は、新人の訓練に慣れている

徒弟訓練の利点

10

OVERVIEW OF APPRENTICESHIP SYSTEMS AND ISSUES
ILO contribution to the G20 Task Force on Employment
November 2012 より筆者作成
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企業 学習者

負担

指導者の手間
Off-JT経費
賃金・手当

計画・書類作成

他フルタイム労働賃
金との差

他学習機会の逸失

効用
生産の一助
採用の源泉

企業の活性化

外部労働市場で

評価される職業能力
の形成

労働市場需給

関係者の利害

11

OVERVIEW OF APPRENTICESHIP SYSTEMS AND ISSUES
ILO contribution to the G20 Task Force on Employment
November 2012 より筆者作成

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

企業 学習者

リスク
訓練後に

採用できない

労働力を搾取される
職業能力を

形成できない

リスク
回避

1. 企業に必要な能
力のみの育成

2. 訓練費用の共
同出資

3. 雇用者団体によ
る組織的支援

契約の明確化
訓練内容・期間
賃金・手当

関係者のリスク

12

OVERVIEW OF APPRENTICESHIP SYSTEMS AND ISSUES
ILO contribution to the G20 Task Force on Employment
November 2012 より筆者作成
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促進
の

条件

1. 良い管理と両立する管理の最小化。
2. 地元の団体/大学からの良好な情報

と継続的な支援。

3. コストと便益のバランスのための適切
なインセンティブ。

4. 一般的な教育を受けた、若くて励まさ
れている学習者。

徒弟訓練促進の条件

13

OVERVIEW OF APPRENTICESHIP SYSTEMS AND ISSUES
ILO contribution to the G20 Task Force on Employment
November 2012 より筆者作成

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

• 社会背景：
バブル崩壊後1991‐93 ITバブル崩壊2002
バブル崩壊回復期の若年失業率の急上昇への対応
正社員のリストラ、非正規雇用の増大、新卒無業、ニート・フリーター、自分探し

• H15 2003 内閣府・厚生労働省・文部科学省・経済産業省

「若者自立・挑戦プラン」 日本版デュアルシステム導入
実務・教育連結型人材育成システム（日本版デュアルシステム）』＝

若年者向けの実践的な教育・職業能力開発の仕組みとして、新たに、企業実習と教
育・職業訓練の組合せ実施により若者を一人前の職業人に育てる（仕組み）

• H16 2004.2 文部科学省 専門高校等における「日本版デュアルシステム」に関する調査研究協力者会議」

「専門高校等における 『日本版デュアルシステム』 の推進にむけて」

• H16 2004.3 厚生労働省日本版デュアルシステムの協議会

「日本版デュアルシステム協議会報告」
• H17 2005.11.29 厚生労働省

「日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会」報告書」 「

実践型人材養成システム」の制度化を提言
• H17 2005.12.21 厚生労働省

「今後の職業能力開発施策の在り方について(建議)」
• 平成１９年１２月１２日ジョブ・カード構想委員会

「ジョブ・カード構想委員会」 最終報告

日本版デュアルシステムの導入経緯

14
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日本版デュアル導入の社会背景

15

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002k8ag-att/2r9852000002k8f7.pdf
2018.4.7 確認

バブル崩壊 ‘91
労働者/正規増加
リストラ

ITバブル崩壊 ‘02
労働者増/正規減
ニート・フリーター

パラサイト･シングルの時代’99 独身貴族
新卒無業 ’02 ひきこもり
希望格差社会 ‘04 勝ち組 負け組

派遣法改正
原則職務自由化 ‘03

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

• H16 2004.2 文部科学省 専門高校等における「日本版デュアルシステム」に関する調査研究協力者会議」

「専門高校等における 『日本版デュアルシステム』 の推進に
むけて」

「日本版デュアルシステム」は、

これまで専門高校等を中心に高等学校が行ってきたスペシャリストの基礎・基本を養う
教育、すなわち職業生活に必要な基礎的な知識や技術などを身に付けさせたり、
勤労観、職業観を養ったりする教育に加えて、

より実際的・実践的な職業知識と技術・技能を養う教育・訓練を高等学校教育に導入す
ることにより
生徒の職業的資質・能力を一層伸長し、もって、専門高校等の教育の活性化を図る
とともに、

専門高校等と地域の産業・企業とのパートナーシップを確立し、地域の産業・企業が求
める人材など、社会に有為な人材を育成しようとするものである。

専門高校中心 学校での講義等
＋数週から数ヶ月の企業での就業

日本版デュアルシステムの導入経緯 学校(文部科学省)

16

これまで専門高校 スペシャリストの基礎
＝職業生活の基礎・観を育成してきた

実践的にすることで、一層伸長する
学校を活性化する

地域とつながり、有意
な人材を育成。
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• H16 2004.3 厚生労働省日本版デュアルシステムの協議会

「日本版デュアルシステム協議会報告」
• （導入のねらい） 日本版デュアルシステム実施の目的は、若年者が学校卒業後に本格的な雇

用に至らない場合にも、日本版デュアルシステムを通じてこれらの者を一人前の職業人として
育て、職場定着させるところにある。実施により、学卒未就職者がフリーター・無業者として社
会に定着してしまうことを防ぐという効用も期待される。

• （従来の職業訓練との相違点）

日本版デュアルシステムは、企業が求める能力の高度化、即戦力志向に対応するため、従
来の座学による教育訓練、施設内の実習訓練に加え、これらと並行して企業の現場における
実習を大幅に取り入れて実施する仕組みである。これにより、企業が求めるニーズに即応する
とともに、訓練修了後の正規雇用への円滑な移行が期待でき、更に訓練修了後に行われる能
力評価によって実践力が保証される。

日本版デュアルシステムとは、 「訓練計画に基づき、企業実習＊１又はＯＪＴ＊２とこれに密接に
関連した教育訓練機関における教育訓練（Off-JT＊３）を並行的に実施し、修了時に能力評価を
行う訓練制度」

なお、(1) ３５歳未満であり、 (2) 就職活動を続けているが安定的な就業につながらず、 (3) 日本

版デュアルシステムを通じ、就職に向けて職業訓練を受ける意欲がある者、が当面の主な対象者
として想定される。
教育訓練機関主導型、企業主導型

日本版デュアルシステムの導入経緯 職業能力開発施設(厚生労働省)

17

学卒未就職者対策

企業即戦力

OJT+OffJT+能力評価

企業主体・教育機関主体

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

厚生労働省が推進する日本版デュアルシステム

• 公共職業能力開発施設（1〜2年）
普通課程・専門課程に一定の実習を設け企業に委託

• 民間職業訓練機関への委託（標準5ヶ月）
離職者等対象訓練に一定の実習を設け企業に再委託

• 専修学校などの民間教育訓練機関（1〜2年）
一定の実習を設け企業に委託（業界と専修学校の定型含）

• 雇用されている労働者対象（9ヶ月〜1年）
認定職業訓練の座学＋実習を改変 実習を企業で実習

• 業界団体による日本版デュアルシステム導入事業

教育訓練主導型 （日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会報告書）

18
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• 平成１９年１２月１２日ジョブ・カード構想委員会

「ジョブ・カード構想委員会」 最終報告

職業能力形成プログラム

(1) 「有期実習型訓練」 職業能力形成機会に恵まれなかった者を対象として、これらの者を雇
用して企業現場における実習と教育訓練機関における座学を組み合わせた訓練

(2) 「実践型人材養成システム」 主に新規学卒者を対象として現場の中核となる実践的な技
能を備えた職業人を育成するために、ＯＪＴとＯｆｆ-ＪＴとを組み合わせた訓練

(3) 「日本版デュアルシステム」 独立行政法人雇用・能力開発機構又は都道府県から民間教

育訓練機関に対する委託訓練として、当該民間教育訓練機関が行う座学と企業が行う実習とを
組み合わせたもの

実践型教育プログラム

大学・短期大学・高等専門学校・専門学校等の高等教育機関が、その教育研究のノウハウを活用
して開発・提供するプログラムであり、かつ、受講者の職業能力の形成に資するような内容のプロ
グラム

１ 企業現場における実習と座学の組合せ訓練の重要性
１）受講者 可用の訓練成果による動機・企業ニーズ・実践的能力・雇用可能性
２）人材確保・訓練負担軽減・体系的訓練・社会的責任

２ 汎用性のある職業能力評価基準普及の重要性
３ キャリアコンサルティングの重要性

日本版デュアルシステムの導入経緯 ジョブ･カード(厚生労働省)

19
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日本版デュアル教育・訓練の種類

20

主
体

関与
組織

主な取組
主体

制度名称 事例

教
育
訓
練
機
関
主
導
型

学校＋企
業

専門高校 日本版デュアルシステム

葛西工業高校
http://www.kasaikogyo-
h.metro.tokyo.jp/?page_id=178
桑名工業高校
http://www.mie-
c.ed.jp/tkuwan/annai/dual_system.html

職業能力
開発施設
＋企業

職業能力開発
促進センター

日本版デュアルシステム
短期課程活用型
企業実習付き訓練

高齢障害求職者雇用支援機構HP 紹介ページ
http://www.jeed.or.jp/js/kyushoku/dual/course/
6kagetsu.html
関東職業能力開発促進センター
http://www3.jeed.or.jp/kanagawa/poly/training/
cource-17dual.html

職業能力開発
短期大学校

日本版デュアルシステム
専門課程活用型

高齢障害求職者雇用支援機構HP 紹介ページ
http://www.jeed.or.jp/js/kousotsusya/polytech_
co/senmon_ka/dual.html
千葉職業能力開発短期大学校
http://www3.jeed.or.jp/chiba/college/school/su
bject/monozukuri.html

企
業
主
導
型

企業
＋Off-JT

有期雇用 有機実習型訓練

雇用期間の定
めなし

認定実習併用職業訓練

－　19　－
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東京都立葛西工業高校 デュアルシステム科( 1か月間程度の長期就業を繰り返す例 )

21

●デュアルシステム科では、「企業」と「学校」が協力し、学校では学べない企業で「働
くこと」を授業のひとつとして「学べる」学科です。

●これまでなかった、１か月程度毎日（土日除く）連続した、働く体験から「自分にピッタ
リのしごと」が見つけられます。

●働く体験により、「しごと内容がわかる」だけでなく「専門性が高まり」ます。

また、「自分にピッタリのしごとが見つかる」だけでなく、気に入れば、体験した「企業」
に「就職」することもできます。

●デュアルシステム科では、このような1か月間の就業体験を最大4回（社）体験する
ことができます。

【インターンシップや長期就業体験】

ホンモノの「職業人と働く」ことで、その職種に必要とされる「知識」や「技能」だけでなく
、働く現場の人とのふれあいから「コミュニケーションの大切さ」、「チームで解決するこ
との大切さ」など、“はたらく”という意味を「教室」ではなく、ひと足お先に「はたらく現場
」で、知る・感じることができます。また、本人及び企業が合意すれば、体験先企業に
就職することもできます。

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

東京都立葛西工業高校 デュアルシステム科

22
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東京都立多摩工業高校 デュアルシステム科 ( 1か月間程度の長期就業を繰り返す例 )

23

東京都立多摩工業高等学校HP： デュアルシステム科について
http://www.tamakogyo-h.metro.tokyo.jp/site/zen/content/000115683.pdf
2018.5．10確認

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

葛西工業高校の実習先

24

東京都立葛西工業高等学校HP:働く体験ができる企業を紹介| 
http://www.kasaikogyo-h.metro.tokyo.jp/app-def/S-102/wp/wp-
content/uploads/2018/03/1ae8274128d682d2173cd21414ae2b3a.pdf
2018.5.10 確認

東京都立葛西工業高等学校HP:働く体験ができる企業を紹介|
http://www.kasaikogyo-h.metro.tokyo.jp/app-def/S-102/wp/wp-
content/uploads/2018/03/4a55772dc3e0c3844e788c9b87294ea0.pdf
2018.5.10 確認
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竹内英二：キャリア教育における中小企業の役割 ―日本版デュアルシステムを中心に―, 国民生活金融公庫調査季報第84号, 2008.2

25

効
果

高い職業意識と実践的な技術・技能を持つ若い人材が確保できる
地域産業のニーズに適合した人材を早期から育成することにより､培われてき
た技術・技能の継承を可能とする
工場見学レベルではなく､より実践的な業務に従事させられる
業務に役立てられる
人材確保のルートを広げる

課
題

指導に当たる人の期待収益の逸失
職業能力開発大学校等のデュアルシステムでは賃金を支払う
生徒や訓練生が負担に見合う付加価値を生み出すことは期待できない｡
受け入れた生徒や訓練生を採用できる保証がない
教員の負担（普通科目の2重負担(一般生・デュアル生用)、企業開拓・打合せ、
巡回指導)

今
後

企業の負担軽減
希望者が集まらない企業への支援
再チャレンジできるしくみとしての整備

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

井上真求, 佐藤史人：高等学校における日本版デュアルシステムの内容分析
－京都市立伏見工業高校の事例に即して－, 和歌山大学教育学部教育実践総合センター紀要 №22, 2012

26

効
果

①仕事に対してリアルに見る眼が養われる
②自分の役割が認識されることで責任感が生まれてくる
③挨拶や整理整頓、掃除などをする意味を理解するようになる
④親たちの仕事の大変さやまわりの人たちの生き方にも目を向けることができ
るようになる

課
題

①伏見工業高校の実践におけるデュアルシステムの機能としての二元性が実
現されていない
②長期企業実習における専門教育として一定の成果はみられる(「職業観・勤労
観」や「社会人・職業人としての生活態度や言葉遣い、マナー」)が、補償や制度
に不備があるために十分な成果が挙がっているとはいえない(①企業の実習に
関するコスト面での負担が大きく、それに見合う補償や制度がないため、実習に
おいて専門的な技術・技能の修得の障害となっている。②長期企業実習の計画
は企業が単独で作成しているために、学校での専門教育との整合性が図られ
ていない。結果として長期企業実習での専門的な職務遂行に必要な能力の修
得が不十分である)
③もともとドイツと資格制度が異なっているとはいえ、職業資格と長期企業実習
の関連はほとんど見られず、資格取得への直接的な取り組みは行われていな
い
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企業 学習者

負担

指導者の手間
Off-JT経費
賃金・手当

計画・書類作成

他フルタイム労働賃
金との差

他学習機会の逸失

効用
生産の一助
採用の源泉

企業の活性化

外部労働市場で

評価される職業能力
の形成

労働市場需給

専門高校の日本版デュアルのプロファイル

27

OVERVIEW OF APPRENTICESHIP SYSTEMS AND ISSUES
ILO contribution to the G20 Task Force on Employment
November 2012 より筆者作成

観

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

• 企業実習付き訓練コース(短期デュアル訓練)とは
概ね４５歳未満を対象としたコースです。
これまでの就業経験のない方や少ない方でも就職するために必要な技能や知識を基礎から習得できるコース
です。７ヶ月間の訓練期間において、６ヶ月間の施設内訓練（社会人としてのマナーや職業意識の啓発のため
の橋渡し訓練も含みます。）と１ヶ月間の事業所における企業実習による訓練コースです。

• 『ものをコントロールする技術＝制御技術』は工場など「ものづくりの現場」や身の回りのあらゆる「もの」に活用
されている重要な技術です。本コースではハード（電気・電子回路技術）とソフト（プログラミング技術）の両方を
習得し、製造業の現場で幅広く活躍できる技術者としての就職を目指します。

関東職業能力促進センター 短期課程活用型
ものづくり電気コース（制御技術科）・企業実習付き訓練の例

http://www3.jeed.or.jp/kanagawa/poly/training/cource-17dual.html

28

訓練全体の目標人間像 6ヶ月(794H) 電気設備の工事と制御、および電子回路を用いた設計・制御ができる。

1．電気の基礎と電気
工事

2．シーケンス制御技
術・ＰＣ制御技術

3．ディジタル回路設
計技術

4．組込み型マイクロ
コンピュータ制御技術

5．企業実習
27日162H

6．フォローアップ訓練
9日54H

電気理論、電気回路
の基本を理解し、測
定器の使用方法と電
気設備の施工に関す
る技能及び関連知識
を習得します。

シーケンス制御の基
本回路及び電動機制
御回路について理解
し、制御回路配線に
関する技能及び関連
知識を習得する。ま
た、ＰＣの基本回路
及び電動機制御回路
について理解し、配
線及びプログラミング
に関する技能及び関
連知識を習得します。

ＰＬＤを用いたディジ
タル回路設計を通し
て、論理回路設計の
基本、ハードウェア設
計記述言語によるプ
ログラム等に関する
技能及び関連知識を
習得する。

多様化する機器組込
み型マイクロコン
ピュータの制御方法
と開発効率の良いプ
ログラミング言語の
活用手法に関する技
能及び関連知識を習
得する。

施設内訓練で習得し
た知識と技能を基に、
現場における実習を
通じて実践的な知識
と技能を習得します。

企業実習における課
題や疑問点について
解決し実務における
問題解決の手法を習
得します。

45歳未満 テクニカルオペレーション、金属加工・電気設備技
術・生産システム技術・ビル管理・住宅リフォーム
実習先での就職率30-50%程度
フォローアップ訓練：就職活動多い

－　23　－
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• メカトロニクス技術科（ものづくりシステム科）では、メカニクス（機械工学）やエレクトロニクス（電気・電子工学）、
コントロール（制御工学）、プログラミング（情報工学）などの技術を習得します。メカトロニクス技術とは、これら
の技術が融合したものであり、工場におけるオートメーションのシステムの設計製作や保守点検ができるエンジ
ニアを育成を目指します。

千葉職業能力開発短期大学校 専門課程活用型 メカトロニクス技術科の例
http://www3.jeed.or.jp/chiba/college/school/subject/monozukuri.html

29

キャリア支援 社会人として必要なスキルや就職に必要な素養を学習します。

職業社会論 キャリア形成 進路相談

ビジネスマナー･ビジネスコミュニケーショ
ン･プレゼンテーション能力、就職活動に必
要な面接対応、ビジネス文書作成などを習
得します。

職業人としての「自律的キャリア形成」を目
的とし、それを実現するために必要な人間
力（コミュニケーション力、問題解決力など）
を習得します。

一人ひとりの就職を支援指導します。

技術･技能 基礎工学の知識を実習の場で検証し、技術・技能を身に付けます。

メカニクス エレクトロニクス コントロール技術

制御対象となる生産ラインなどのハード
ウェア部分について、CADによる機械設計

技術や各種工作機械による機械加工技術、
組み立て、保守技術を習得します。

制御に必要なアナログ・ディジタル回路など
に関する電子技術、シーケンサやモーター
に関する電気技術、電気工事関連の技術
を習得します。

シーケンサやコンピュータを主体とした制御
技術について実験･実習を通じて学ぶととも
に、FA（ファクトリオートメーション）の自動生
産ラインの自動化制御技術を習得します。

企業実習 企業現場で実践的な技術･技能を習得します。

インターンシップ 就労型実習 課題解決実習

企業での実習を通じて、習得した技術・技
能の確認と応用を体験します。

企業における就労を通し、真に企業が求め
る実践的な知識・技術を習得します。

就労型実習を通して体験した課題を解決し、
2年間の訓練の集大成を行います。

1ケ月程度 1ケ月程度
4ケ月程
度(賃金) H25就職率 95.7% 正社員97.7%

実習先就職率70.5%

高卒新卒中心 情報通信・メカトロ・港湾ロジスティック
電気技術 定員100名程度(全国7校)

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

田中萬年：日本版デュアルシステムの試行状況 -公共職業能力開発施設における有効性-, 産業教育学研究, 第36巻1号, 2006.1

30

効
果

有効な就職率、実習企業への就職
基礎＋行動規範＋実践滴職業能力の習得
企業の求める能力と求職者の持つ職業能力のマッチング機能
社員選考の方法としての活用
社会的貢献
実践的技能が習得できる
就職に有利
３K・５K職種に大卒者でも応募する

課
題

実習企業の確保が困難
「訓練に伴う人的負担(教育担当者の配置等)が大きい
「訓練生選択の幅が狭い
「訓練生に基本的事項(マナー、挨拶等)から教える必要がある
「座学と企業実習の内容との関連が薄い
「希望する企業での実習ができない
フリーター対策か若年者の基本的な職業能力形成ルートか
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企業 学習者

負担

指導者の手間
Off-JT経費
賃金・手当

計画・書類作成

他フルタイム労働賃
金との差

他学習機会の逸失

効用
生産の一助
採用の源泉

企業の活性化

外部労働市場で

評価される職業能力
の形成

労働市場需給

公共職業能力開発施設の日本版デュアルのプロファイル

31

OVERVIEW OF APPRENTICESHIP SYSTEMS AND ISSUES
ILO contribution to the G20 Task Force on Employment
November 2012 より筆者作成
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企業と教育訓練期間を組み合わせた

32

日
本

版
デ

ュ
ア

ル
シ

ス
テ

ム
(文

・
厚

)

ジ
ョ

ブ
カ

ー
ド

制
度

人
材

開
発

支
援

助
成

金

企業におけるOff－JT

人材開発支援助成金（Off－JT助成） ○

日本版デュアル（教育訓練機関主導型・学校） ○

日本版デュアル（教育訓練機関主導型・能開施設） ○ ○

有期実習型訓練(人材育成コース) ○ ○ ○

雇用型訓練/実習併用職業訓練/実践型人材養成シス
テム

○ ○ ○

実践型教育プログラム ○ ○

企業におけるOJT

H27実績
助成件数1232件(全数中小企業)
認定実習助成額 27億円
キャリ形助成額 90億円
キャリ形予算額 265億円
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• OJT・Off‐JTを適切に組み合わせる (1)

• 「これまでに類例のない職業訓練」

質を確保する指針、適当なものは支援、称揚のための表示制度 (2)

• 「就職,進学に次ぐ実践力を養う第三の選択肢として定着」

座学中心の高等教育ばかりを志向するのではなく若年人材の実践的能力を開発
産業の高度化・高付加価値化に対応する現場における実践的職業能力の強化
自社内の新規採用者を一人前に育成するOffJT・OJTを組みあわせたオーダーメイ

ド的な職業訓練の道 (3)

•

(1) 厚生労働省令第百二十二 (2005)

(2) 今後の職業能力開発施策の在り方について（建議） (2005)

(3) 日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会報告書 (2005)

認定実践型人材養成システムに対する期待

33

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

指針＝
労働者の実践的な職業能力の開発及び向上を促進するため

1. OJTとOff-JTが相互に密接な関連を有すること

2. 訓練の期間、内容、職業能力の評価の方法その他について、教
育訓練機関と十分に協議すること

3. 担当する者を選任し、教育訓練機関との緊密な連絡体制を整え
ること

4. 期間、場所、職種、評価の方法、費用負担、その他を事前に書
面で訓練生に交付すること。

5. 職業能力の評価の方法は、客観的かつ公正な基準によること。

実習併用職業訓練の適切かつ有効な実施を図るため事業主が講ずべき措置に関する指針

34
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キャリア形成促進助成金対象となる雇用型訓練の法構成

35

• 雇用保険法
事業内職業能力開発計画/周知
年間職業能力開発計画/周知
職業能力開発推進者選任
定期的なキャリアコンサルティングの機会確保
実習併用職業訓練の認定を受ける

• 職業能力開発促進法（実習併用職業訓練）
OJT・Off-JTの密接な関連
教育訓練機関と期間、内容、評価等について協議
担当者の選任、教育訓練機関との連絡体制
期間、場所、職種、評価、費用負担等について訓練生に書面交付
客観的かつ公正な基準による職業能力の評価

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

雇用保険法

（１） 事業内職業能力開発計画の従業員への周知

（２） 事業内能開計画に基づく年間職業能力開発計画の作成

（３） 職業能力開発推進者の選任

（４） 認定実習併用職業訓練の実施

（５） 年計に基づき厚労大臣の定める方法で職業能力評価

能開法 認定実習併用職業訓練の基準

（６） 6月以上2年以下

（７） 職業能力評価が客観的かつ公正

（８） 850時間以上

（９） 実習の時間数は2割から8割

人材開発支援助成金(雇用型訓練)の助成要件（訓練の質・効果に影響する要件）

36
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キャリア形成促進助成金が想定している職業訓練

37

• 事業内職業能力開発計画

• 年間職業能力開発計画

• 職業能力開発推進者選任

• キャリアコンサルティング

• 職業能力標準/証明（ジョブカード）

• 密接な関連を持つOJT、Off-JTを組み合わ
せた訓練計画 大臣認定

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

ジョブカードの普及状況
第６回ジョブ・カード制度推進会議 平成29年12月7日
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11801000-Shokugyounouryokukaihatsukyoku-Soumuka/0000187350.pdf

38

雇用型訓練の実施数年1～2万人
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ジョブカードの様式 第６回ジョブ・カード制度推進会議 参考資料4-4 ジョブ･カード活用ガイド

http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11801000-Shokugyounouryokukaihatsukyoku-Soumuka/0000187357.pdf

39

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved
40

汎用性のある職業能力評価基準
等の使用が求められている
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• (1) 複数の職種について整理されたもの
① モデル評価シート／厚生労働省 121 職種（事務・サービス系、技能系、技術系の職種）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000127397.html
② 職業能力評価基準／厚生労働省 54 業種 275 職種（業種横断的な事務系職種をはじめとして、製造業関係、建設業関係、
サービス業関係等の業種・職種）
https://shokugyounouryoku.jp/user/dn_standards.html
③ 日本版デュアルシステム訓練修了後の評価項目作成支援ツール／厚生労働省が（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構に委
託して作成したもの31 分野（訓練分野ごとに評価項目等を整理）
http://www.jeed.or.jp/js/kyushoku/dual/course/dstool/html/model/index.html
88 業種（業種ごとに必要なその職務・仕事を遂行するために必要な職業能力を整理）
http://www.jeed.or.jp/js/kyushoku/dual/course/dstool/html/misc/gyousyubetsu/
④ 職業能力の体系 ／（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が作成したもの業種別97 業種、汎用１分野10 部門
http://www.tetras.uitec.jeed.or.jp/statistics/system_list/index
⑤ 技能検定その他の公的資格制度（技能照査含む）における試験基準111 職種（都道府県職業能力開発協会が実施する技能
検定）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/shokugyounouryoku/ability_skill/ginoukentei/syokusyu.html
17 職種（民間の試験機関が実施する技能検定）
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11800000-Shokugyounouryokukaihatsukyoku/0000039669.pdf
⑥ 「実践キャリア・アップ戦略キャリア段位制度」
介護プロフェッショナル、エネルギー・環境マネジャー、食の6 次産業化プロデューサー

• (2) 単一の職種について整理されたもの
① 厚生労働省が団体に委託して作成したもの

金型工 社団法人日本金型工業会
システムエンジニア 社団法人千葉県情報サービス産業協会
その他

② その他厚生労働省が認めたもの
ソフトウェアエンジニアリング 「ITSS（IT スキル標準）のソフトウェアデベロップメント」／（独）情報処理推進機構
理美容業、ネイリスト 「City & Guilds Accredited Programme 技能証明」／（株）セイファート
その他

汎用性のある評価基準
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11800000-Shokugyounouryokukaihatsukyoku/0000202063.pdf

41
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モデル評価シート

42
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職業能力評価基準

43
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職業能力の体系

44
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イギリス徒弟訓練との比較 資格による訓練計画 イギリス徒弟訓練

45

NOS(National Ocupational Standard)に
基づく資格の取得を目指すカリキュラム
時間は目安

職業能力の基準
国が認定した規格にそって、
業界が作成する
職種に必要な能力要素のカタログ

職業資格
職業能力の基準にそって、評
価団体が作成する
能力要素毎の評価方法

職業訓練の基準
職種毎に職業資格を組み合
わせて業界団体が作成する
取得する資格の一覧

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

イギリス徒弟訓練との比較 訓練期間・時間による訓練計画 日本助成対象訓練

46

企業が必要とするOff-JTと
OJTの実施内容・時間に
基づくカリキュラム
時間が基準

訓練カリキュラム
必要なOJTとOff-JTの時間計画

能力評価
習得する能力の一覧、公的と認め
られる能力基準から一定程度組み
入れて、企業が作成
企業が必要と考える能力のリスト
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イギリス徒弟訓練との比較 能力評価の方法

47

イギリス：資格取得による

資格は、能力要素毎に仕事ができること
を証明する証拠に基づく

日本：ジョブカードによる評価

本人と企業担当者による能力習得の実
感に基づく

能力要素毎に仕事をした記録
を評価者に示す

能力要素毎に習得した証明を
積み上げ、職種の資格を得る。
資格を得なければ、訓練は終
わらない

能力要素毎に受講者本人と企
業の担当者が習得程度を評価
する。能力を習得していても習
得していなくても、訓練は終了
する

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

〜H13 H13 〜 H28 H29〜

生涯能力開発
給付金

キャリア形成促進助成金
人材育成支援

助成金

H16 訓練給付金

日本版デュアル受入企業の計画 助成

H18 訓練給付金

日本版デュアルシステム

時間数に対する定額

H19 訓練等支援給付金

認定実践型人材養成システム 類例を見ない職業訓練

OJT経費 単価/時間 担当者の賃金補助

H24 正規労働者

認定実習併用職業訓練

H29 生産性

に基づく助成
率の変更

キャリア形成促進助成金制度におけるOJTに対する助成の変遷

48

H15 2003 「若者自立・挑戦プラン」 日本版デュアルシステム導入
H16 2004.3 「日本版デュアルシステム協議会報告」 ①教育訓練機関主導型 ②企業主導型
H16 「専門高校等における 『日本版デュアルシステム』 の推進にむけて」
H17 「日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会」報告書」 「実践型人材養成システム」制度化提言
H18.11 実習併用職業訓練 の創設 職業能力開発促進法 改正
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能力標準・能力評価・教育訓練の支援 キャリア形成助成金

49

雇用型訓練コース

1200Hまで 20～100H 15万円
100～200H 30万円
200H ～ 50万円

476000円まで

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

能力標準・能力評価・教育訓練の支援 キャリア形成助成金

50

モデル的な訓練 1コース

5か月
/ １年

Off-JT 170h
（週１日）
賃金助成

OJT 680h

136,000円
+Off-JT経費2/3

476,000円

6ヶ月以上2年以下
1年当たり850時間以上
OJT 2割～8割
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企業 学習者(従業員)

負担

指導者の手間
Off-JT経費
賃金・手当

計画・書類作成

他フルタイム労働賃
金との差

他学習機会の逸失

効用
生産の一助
採用の源泉

企業の活性化

外部労働市場で

評価される職業能力
の形成

労働市場需給

公共職業能力開発施設の日本版デュアルのプロファイル

51

OVERVIEW OF APPRENTICESHIP SYSTEMS AND ISSUES
ILO contribution to the G20 Task Force on Employment
November 2012 より筆者作成

助成良
手続過重

需給良
外部疑
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美容師養成の課題
ー美容師養成はジェンダー問題を克服できたのかー

名古屋大学大学院
倉田 研一

[２０１８、５、１９]
[エルゴナジー研究会]

はじめに
私はこれまで、主に戦前期の美容師にかかわる制度に関

する研究を学会において発表させていただいてきました。そ

の結果から見える課題を考えたいと思います。

戦前期の制度の概要

１）制度は明治３２年京都府の理髪舗取締規則に始まる

というように、各道府県別に制度が存在したが、この制

度の目的は、業務上衛生管理を義務付けることにあり、

現行の美容師法も理容師法も同じ目的を持つ。

２）戦前期は、広島県を除き理容と美容が同一規則内で定

められていた。美容（女髪結）が対象となったのは明治３

４年(名称は理髪営業取締規則⇒美容術⇒理容術）。
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３）戦前期の規則によれば、その営業内容は結髪、

染毛、美毛術、美爪、くせ毛直し、美顔術と現

行法規よりも細分化されていた。現行法では

パーマネントウエーブ、化粧・結髪等となって

いる。

４）試験制度の最初の採用は理容部門で、大阪府（大

正７年）だった。美容（女髪結）が対象となったのは、

同府（大正１１年）で、これ以降昭和にかけて各道府

県で資格試験制度が採用されていった。

５）戦前期の試験は、営業資格（現在は管理美容

師）を付与するものであった。戦後法により規定

されたのは業務資格であった。

６）最初の学校設立は大正２年（東京女子美髪学校）

であった。ただし、この段階では養成施設の規定は

制度の中に存在していなかった。おそらくは明治４３

年設立された、明治理髪学校を手本に当校は設立さ

れたと考えられる。尚大正４年設立の大阪美髪女学

校は、大阪美容専門学校として現存する。

７）養成施設は、私立各種学校が主であったが、

正式に認可され中等教育の段階の学校も存在し、

さらに、公立の実業学校の中にも養成課程が存在

した。現在高等学校に美容師養成課程は設置でき

ず、現在公立美容学校はごく少数。
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８）制度上で、養成施設設置基準などの規定はないが

資格試験受験資格として、養成施設卒業で実地修練

（徒弟訓練）の免除や、試験の免除などの規定が,

定められていた。

９）東京府・大阪府・名古屋市・広島県に存在した

養成施設の受験資格は、高等小学校卒が基準とな

っていた。

７）でも述べたが、戦前期の美容師養成は,中

等教育段階だったと言える。

以上まとめると

養成施設に関する記述が限られたものであった

ことを除けば、衛生管理の義務付け、資格試験の

実施などを踏まえると、現在の美容師法の基本骨

格が戦前期に完成していたと考えられる。

課題としては

1)芸術性と論理性（衛生管理の比重大）の融合。

2)ファッション系としての位置づけの確立。

3)制度上での理容と美容の結合。

4)高等教育化の是非（学び始める時期の議論）。

5)私立美容学校の独占体制の改善。
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課題については、４０年前美容学校の教員にな

って感じ、また研究を進めてゆく過程において

確信を深めた内容でありますが、制度の成立に美

容師である女性がどのようにかかわってきたのか、

という点において大きな疑問が生じた。なぜ、女

性の存在が、ここで見えてこないのか。

しかも女髪結は、江戸時代から存在する女性が

担ってきた仕事でありながら、女性たちの足跡を

継承していないのではなかろうか、なぜなのか。

本日は美容師養成の課題の番外編として、美容学

校教員であった頃の反省を込めて、この問題を考

えてみたい。

１．問題意識

１）昨年の学会での発表（理髪規則調査報告）におい

て、「規則から法への移行過程はいかなるものであっ

たのか」という質問があった。ところが、この質問に回

答できなかった。なぜかというと制度上の問題にかか

わっていたのは男性が中心の理髪業界で、戦前期女

髪結の動きは確認できていないからであった。

この時ぜひ女性の立場からの職業教育研究をして

いただきたいとお願いしました。

戦前期、理髪師（理容師）と女髪結（美容師）との間

には、明らかなる技術的な相違があるにもかかわら
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ず女髪結は力関係において理髪の下に置かれた。

２)「女性の地位向上」という女性史の課題が、女

髪結という職業上でなぜ語られていないのか。

女髪結（美容師）という仕事は、女手でも裕

福な生活ができるという可能性を持っていた。

当然「女性の地位向上」の運動を援助してゆく

ことは、可能だったはずだ。

３)俗に「髪結の亭主」という言葉が存在するが、

この方々はどのような役割を担ったのか。単な

る紐か、裏方か、支配者なのか？
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２．戦前期の法令化の動向について
最初に規則を定めたのは京都で明治32年であった。

これは維新後の京都の衰退がもたらした衛生状態の悪

化に対する対策の一つとして当地の医師会が、理髪業
の衛生管理を提案（京都医事衛生誌）したことに始まる。

なお法令化の動向は国立公文書館に記録が残っている。

中国人理髪師の進出の脅威を請願したのが明治44年

（大阪府知事により）、試験制度の請願は大正5年(国会

議員名により）、規則の法律化を請願したのが昭和4年

（神戸市の理髪業者大久保勝太郎以下7名）、さらに明

治39年理髪業の近代化を目的に設立された全国組織の

大日本美髪会が、これらの請願にかかわりを持っていた
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と考えられる。法令化を指導したのは男性と言える。

大日本美髪会とはー政治的圧力団体でもあったー

明治39年理髪業の技術向上をめざし理髪師の太田

重之助を中心に設立され、明治末期には、全国組織

となっている。この組織は、業界誌の発行、技術講習

会や衛生管理講習会などの開催、通信講習の実施

などを通じて散切り頭から西洋風髪型への技術転換

や、当時非常に流行していた多くの伝染性疾患に対

処すべく、衛生管理法の普及に貢献した。

なお、当会は理髪業に「美髪」、美容業には「よそお

い」などの業界誌を発行している。

３．美容界の組織化について
理髪も女髪結も規則により組合の組織化を義務付け

られていた（大正2年東京府警視庁令第1号第2条の３）

が、内容は行政の事務を一部代行することが目的で

あった。また業者の組合加入は戦後任意となったが、

戦前期は強制であった。なお組合は、担当する警察署

へ、その組合規約と代表者名を届け出なければならな

かった。

これに対して美容業界近代化を目的として昭和2年

遠藤波津を中心に「大日本美容協会」が発足した。こ

の組織は「大日本美髪会」の美容業界版といえるが、

この時すでに制度としては戦前期の完成期にあった。
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３-１組織的活動がなかなかできなかったのは何故か

女髪結は、江戸期に公儀から目こぼしのよう

な形で存在し、理髪の株仲間のような組織はな

く、一匹狼的な存在で、しかも多くは店舗を持

たない営業形態(出髪）であった。明治維新以降

も理髪のような技術革新が急激に起こらなかっ

たために江戸期の営業形態を引き継いだと考え

られる。また明治18年日本髪を不便窮屈として、

西洋風髪型を取り入れた束髪が普及してゆくが、

技術的には結うことには変わらず、束髪によっ

ては、より不便窮屈な髪型もあった。

女髪結が本格的に近代化するのは、生活の洋風化

が進む大正末期であったと考えられる。そこには西

洋風の髪型を作る技術を欧米で学んだマリー・ルヰ

ズや山野千枝子らの存在があった。彼女らは、髪の

毛にアイロンやローションを使用してのウエーブ形成

技術を教えていった。またマリー・ルヰズは、学校を

設立して技術を広めてゆく試みをした。

理髪の近代化 断髪令⇒横浜で修業した理髪師と

大日本美髪会(明治）が組織的活動

女髪結の近代化 断髪禁止🔄欧米で修業した美容師と

講習所または学校(大正期以降東京では15校）
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４．美容師が女性史上で影が薄いのはなぜか
米国の黒人で、貧しい生まれながらも直毛パーマ技術

を開発し、結果大富豪になったマダム・C・J・ウォ―カー

（１８６７～１９１９）は、黒人の地位向上のために多額の

寄付をし、また言論でも活躍した。

日本の女髪結さんも職業案内などでは、女性の仕事

の中では最も収入の多い職業と言われていることを考え

ると、当然女性の地位向上に貢献できるはずだが、その

存在を見出せない。

４-１ 制度上の問題を考える

東京府の規則が警視庁令となっている点で分かるよ

うに、戦前期理容美容は、警察が行政担当官庁であっ

た(現在は厚労省⇒各区市町村の保健所）。したがって、

経営者や従業員の本籍・住所・生年月日・氏名を警察

に届け出なければならなかった。しかも、昭和5年警視

庁令第21号美容術営業取締規則第23条営業許可の

取消又は停止の条文中第4項では「衛生、風俗其の他

公安を害する処有と認めたりとき」とあるように、社会

的活動はやりにくい状況にあったと考えられる。
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５．「髪結いの亭主」はマイナス要因か

昔から「髪結いの亭主」という言葉があるように一人

前の美容師は、比較的収入が多い職業であると考えら

れる。現在では男性の美容師も多く存在し、経営者が

男性の場合も少なくない状況であると考えると、この言

葉は死語かもしれない。

しかしながら戦前期においては、例えば吉行エイス

ケの妻、吉行あぐりさんの自伝「梅桃が実るとき」を読

めば、エイスケが妻に依存した生活をしていたことが

分かる。しかし一方では、山野愛子さんの夫である山

野治一氏は妻を助けて山野大国をつくったとも言われ

ており、夫婦で助け合えば大きな実りも期待できるこ

とが分かる。

しかしながら、山野愛子さんの自伝「愛ちゃんはい

つも本日誕生」を読むと、彼女が家族を支えるために

女髪結になったことが分かり、しかも修行もせず講習

所での短時間訓練でいきなり店舗を構えたので、最

初のころは苦労の連続であったと書かれている。今も

愛子さんと同じように家族を支えながら働いている若

者が存在することを考えると、なぜ若者が学びやす

い環境を考えてこなかったのか、疑問が残る。
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６．女髪結の仕事とは
少ないが自伝を残している女髪結の方々のお話に

共通しているのは、修業時代早朝から夜半まで休み

もなく厳しいに尽きる生活をしてきたというものである。

また、髪結の修行に入った動機は、生活のため家族

のためといった手段として女髪結の仕事を選択した

場合が多いように思う。

しかし一方で動機がどうあれ一人前になって、お客

様に喜ばれるような作品（髪型）が作れるようになっ

た時には、生きがいを持ちながら女髪結の仕事を続

けることができたのではなかろうか。

６-１ 賤業と言われたのはやはり女性の仕事だからか

女髪結も美容師も、オーダーメイドの仕事で一つとし

て同じものはないと考える。デザインということを考える

とやはりそう簡単な仕事ではないと言えるが、いわゆる

他の分野のデザインの仕事と比較すると、作家性を余

り問われることはないように思う。かつてカリスマ美容

師が流行した時には、そこに作家性があったのかとも

考えられる。

手段か目的かについては女髪結についての読売新

聞の記事を参考にして飯田未希「髪結の伝記的記事

について」政策科学、2017．が分析を試みている中に

ある。
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結論を言えば、長く続けてきた女髪結にとってはやは

手段というよりは、目的が大きなウエイトを持っている

ことが分かる。これは本人が気が付かなくとも語りに

おいて分かるということで飯田はこれらを丁寧に読み

解く必要性を強調している。また買う側のバイアアス

も注意を要すると記している。これは男性の有名人

の場合の一次資料が豊富にあるといったことは、全く

ここで期待できないからである。

７．まとめ
女性が働いてきた歴史は長いが、何をどのように

やってゆくのか決定にかかわることは非常に少なかっ

たのではなかろうか。女髪結の場合はそこに歴然と彼

女らの成果がありながら、この仕事は、本当にわから

いに事だらけである。分かっていないから教科書にも

書けない。今考えられるのは、少しでも過去を明らかに

して、未来につなげたいという思いだけである。
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